
　

　

　

　

　

第41期

定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

　

連結注記表
個別注記表

　

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

和歌山県和歌山市黒田一丁目２番17号
　

アズマハウス株式会社
　

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定

款 第 17 条 の 規 定 に 基 づ き、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://azumahouse.com/）に掲載することにより株主の皆様

に提供しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（１）連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数 １社

②連結子会社の名称 興國不動産株式会社

興國不動産株式会社については、当連結会計年度において新たに株式を取得したことにより当連結会計年度か

ら連結子会社に含めております。

③主要な非連結子会社の名称 アズマファイナンシャルサービス株式会社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

（２）持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（４）会計方針に関する事項

①資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ デリバティブの評価基準

及び評価方法
……………時価法

ハ たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

未成工事支出金 …………
個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品 …………最終仕入原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

②固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 …定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～47年

機械装置及び運搬具 ２～17年

無形固定資産 …定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウェア ５年

のれん ５～20年

③引当金の計上基準

イ 貸 倒 引 当 金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ 賞 与 引 当 金…………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度に負担すべき額を計上しております。
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④収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を採用しております。

⑤その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ 販売用不動産・仕掛販売用不動産に係る利息の処理方法

不動産・建設事業において、分譲地の開発に要する借入金に係る支払利息は、個々の販売用不動産

の原価に算入しております。

ロ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生年度の期間費用として

おります。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 204,079千円

販 売 用 不 動 産 3,178,737千円

建 物 4,644,946千円

土 地 9,640,794千円

計 17,668,557千円

② 担保に係る債務

短 期 借 入 金 926,902千円

長 期 借 入 金 10,664,375千円

（うち、１年内返済予定の長期借入金 1,412,932千円 ）

預 り 保 証 金 15,959千円

計 11,607,236千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,680,042千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,031,700株

（2）当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 14,538株

（3）配当に関する事項

① 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 280,714 70 平成29年３月31日 平成29年６月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成30年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり付

議することを予定しております。

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成30年６月27日
定時株主総会

普通株式 281,201 利益剰余金 70 平成30年３月31日 平成30年６月28日
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（4）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株

式の種類及び数

　 普通株式 11,500株

４．金融商品に関する注記

（1） 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社は、主に不動産・建設事業及び不動産賃貸事業を行うための事業計画に照らして必要

な資金を、主に銀行等金融機関からの借入及び社債発行等により調達しております。一時的

な余資は安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針です。また、デリバ

ティブ取引は、一部の長期借入金における、金利変動リスクを回避するための金利スワップ

等を利用しておりますが、投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

当社の主たる事業である不動産・建設事業においては、取引先が主として個人の顧客であ

り、建築請負工事の受注契約及び販売契約時には業務管理部において顧客の信用状況につい

て十分に把握することで信用リスクの管理に努めております。また、取引は現金決済をもっ

て完了するため、原則として営業債権である受取手形及び売掛金は発生しません。

前払金については、不動産の購入にかかる契約手付金が大半であり、取引先の信用状況を

十分に調査した上で、適切な額を支出するようにしております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式等であり、上場株式については市

場価格の変動リスクに晒されておりますが、四半期ごとに時価の把握を行い、保有状況を継

続的に見直しております。

借入金及び社債は、主に不動産・建設事業及び不動産賃貸事業において商品となる不動産

の仕入に必要な資金の調達であり、主に変動金利を採用しているため金利変動リスクに晒さ

れております。金利変動リスクについては、月次単位で金融機関毎の借入金利の一覧表を作

成の上、変動状況をモニタリングし、急激な金利変動がないか管理を行っております。また、

一部の長期借入金の金利変動リスクに対しては金利スワップ取引により支払利息の固定化を

実施しております。また、各部署からの報告に基づき業務管理部が借入金等の返済計画を立

てております。販売計画の遅延等により、借入金の期限返済が困難な場合には、金融機関と

協議の上、返済期限の延長等のリファイナンスをしております。

　

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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（2） 金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円)
　

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 3,555,325 3,555,325 －

(2)投資有価証券

①その他有価証券 431,442 431,442 －

資産計 3,986,767 3,986,767 －

(1)工事未払金 431,410 431,410 －

(2)短期借入金 1,284,702 1,284,702 －

(3)未払法人税等 194,298 194,298 －

(4)長期借入金（※1） 10,897,076 10,893,965 △3,110

負債合計 12,807,487 12,804,376 △3,110

デリバティブ取引（※2） (3,745) (3,745) －
　

※１．連結貸借対照表では流動負債に含まれている１年内返済予定の長期借入金も含めて表示してお
ります。

※２．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
となる項目については( )で示しております。

　

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(2) 投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示された価

格によっております。

負 債

(1) 工事未払金、(2)短期借入金、及び(3)未払法人税等

　これらはすべて短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

　変動金利分に関しては、短期間で金利を見直しており、時価と簿価は近似しているため、簿価

を時価とみなしております。固定金利分に関しては、元利金の合計額を新規に同様の借入を実行

した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引については、取引金融機関から提示された価額等に基づき算定しております。
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２．非上場株式（連結貸借対照表計上額10,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「(2)投資有価証券 ①その他有価証券」には含まれておりません。

　 ３．金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 （単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 3,555,325 － － －

合計 3,555,325 － － －

４．短期借入金及び長期借入金の決算日後の返済予定額 （単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,284,702 － － － － －

長期借入金 1,534,934 2,360,865 1,539,365 727,648 654,168 4,080,094

合計 2,819,636 2,360,865 1,539,365 727,648 654,168 4,080,094

　

　

５．賃貸等不動産に関する注記

（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

和歌山市その他の地域において、賃貸用オフィスビルや賃貸用住宅等(土地を含む。)を所有

しております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は、844,393千円

(賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価並びに販売費及び一般管理費に計上)でありま

す。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

14,777,342千円 1,008,310千円 15,785,652千円 17,012,666千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、主な増加は、貝塚市北町の集合住宅の取得（247,025千円）、和歌山市太

田のテナントビルの取得（235,643千円）、和歌山市市小路の店舗複合マンションの取得

（191,841千円）及び大阪市東淀川区上新庄の集合住宅の取得（161,594千円）であります。

３．時価の算定方法

　主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づく金額、そ

の他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自社で

算定した金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価

額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合に

は、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,412円12銭

１株当たり当期純利益 233円57銭

７． 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１． 重要な会計方針

（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 …………… 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの ……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

② デリバティブの評価基準

及び評価方法
……………時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

未成工事支出金 …………
個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品 …………最終仕入原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下

による簿価切下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 …定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ２～47年

構築物 10～20年

機械及び装置 ６～17年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 １～20年

無形固定資産 …定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

ソフトウェア ５年

のれん ５年

（3）引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞 与 引 当 金…………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準については、当事業年度末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事（工期がごく短期間のものを除く）については工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を採用しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 販売用不動産・仕掛販売用不動産に係る利息の処理方法

不動産・建設事業において、分譲地の開発に要する借入金に係る支払利息は、個々の販売用不動産

の原価に算入しております。

② 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用と

しております。
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２． 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

現 金 及 び 預 金 204,079千円

販 売 用 不 動 産 3,178,737千円

建 物 4,644,946千円

土 地 9,640,794千円

計 17,668,557千円

② 担保に係る債務

短 期 借 入 金 926,902千円

長 期 借 入 金 10,664,375千円

（うち、１年内返済予定の長期借入金 1,412,932千円 ）

預 り 保 証 金 15,959千円

計 11,607,236千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,678,895千円

　

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 10,000千円

３． 損益計算書に関する注記

たな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売 上 原 価 3,918千円

　

４． 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 14,538株

５． 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、減価償却費及び有価証券評価損の否認等であり、

繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。

　

６． 関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

７． １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 3,416円42銭

１株当たり当期純利益 237円86銭

８． 重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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